
（様式１）
一関市 　復興交付金事業計画　平成29年度進捗状況（契約状況）報告 総括表

平成30年3月末時点

（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27
28
29
30

一関市東日本大震災
復興交付金基金残高

一関市東日本大震災
復興交付金基金の利息額

一関市東日本大震災
復興交付金基金の取崩額

0 0 797,370

執行
年度
23
24
25
26
27
28
29
30

※※　上記基金取崩額については、単年度型の支出額を加えて算出しており、実際の基金取崩額とは異なる

0

0

958,384

88,200

53,930
0

＜参考＞

契約済額
（国費相当額）

63,000
90,027

863

147,000
0

0

交付額
(国費)

0
659,625

18,494

合　計 797,370
0

0
573,123

契約済額
（国費相当額）

交付分
一関市

0

168,000

23,878

19,034

141,750
21,09114,400

73,987

23,878
18,494

0
0

236,244 207,820

0

合　計

＜参考＞
都道県交付分

（うち、当該市町村分）

0

交付額
(国費)

1,044

※　本市においては、単年度型



　復興交付金事業計画　平成29年度進捗状況（契約状況）報告
平成30年3月末時点

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23 168,000 141,750 ―
24 11,986 14,264
25
26
27
28
29
30

累計 168,000 0 153,736 14,264
23
24 12,800 7,513 5,287
25
26
27
28
29
30

累計 12,800 0 7,513 5,287
23
24 1,600 1,592 8
25
26
27
28
29
30

累計 1,600 0 1,592 8
23
24 147,000 ▲ 50,753 90,027 ―
25 88,200 63,000 5,040 平成25年4月～26年3月で1団地30戸配分
26     
27   
28
29 ▲ 26,380
30

累計 235,200 ▲ 77,133 153,027 5,040
23
24
25
26 657,374 573,123 － 27年3月　工事発注。
27 72,394 17,441 － 施工中。H28.5に工期延長。
28
29
30

累計 729,768 0 590,564 0

全体
事業
期間

224,000 23 ～ 23

－ 1

－ 1
館地区市道改
修事業

館地区 市 市 直接 完了 16,000 24 ～ 24

～ 28

直接 完了 180,647 24 ～ 25

市 市 直接 完了 2,000 24 ～ 24

5 D － 4 － 2
災害公営住宅
整備事業

沢内地区 市 市 直接 完了 834,023 26

D － 14 － 2
館地区公園改
修事業

事業番号

1

3 ◆

（様式２D）

館地区

2 ◆ D － 14 － 1

一関市
省庁名 国土交通省

4 D － 4

D － 14

館地区造成宅
地滑動崩落緊
急対策事業

館地区 市 市 直接 完了

－ 1 －

災害復興型地
域優良賃貸住
宅整備事業

千厩町
ほか3地
区

県 県

24年3月、工事発注
25年2月、完成

24年12月、工事発注
25年3月、完成

25年1月、工事発注
25年3月、完成

25年3月までに、2団地48戸分を配分
H29.1.19 D-4-3へ流用

－ 1



　復興交付金事業計画　平成29年度進捗状況（契約状況）報告
平成30年3月末時点

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況
全体
事業
期間

事業番号

（様式２D）
一関市

省庁名 国土交通省

23
24
25
26 2,251 0 － 27年3月　工事発注。
27 1,593 1,593 － 施工中。H28.5に工期延長。
28
29
30

累計 3,844 0 1,593 0
23
24
25
26
27
28 16,994 16,994 28年5月23日入居開始
29 21,798 21,798
30

累計 38,792 0 38,792 0
23
24
25
26
27
28 1,500 1,500 28年5月23日入居開始
29 2,080 2,080
30

累計 3,580 0 3,580 0
23
24
25
26
27
28 696 515 H29.1契約
29
30

累計 696 0 515 0
23
24
25
26
27
28 348 348 H29.1契約
29 4,092 3,177
30

累計 348 4,092 3,525 0
23
24
25
26
27
28 0 50,753 0
29 537,163 32,553 設計業務委託発注
30

累計 0 587,916 32,553 0

11 D - 4 - 3

災害公営住宅
整備事業（駒
下）

駒下 県 県 直接 継続 671,905 28 ～ 30

県 県 直接 完了 870 28 ～ 29

10 ◆ D - 4 - 5 - 1

災害公営住宅
整備事業発注
支援業務（千
厩）

千厩 県 県 直接 継続 5,550 28 ～ 30

8 - 1

9 ◆ D - 4 - 4 - 1

災害公営住宅
整備事業発注
支援業務（一
関）

一関

6 ◆ D － 4 － 2 － 1

災害公営住宅
駐車場整備事
業

沢内地区 市 市 直接 完了

市 市 直接 継続 117,385 28 ～ 32

～ 28

7 D - 5 - 1

災害公営住宅
家賃低廉化事
業

沢内地区

4,807 26

D - 6 10,612 28 ～ 32
東日本大震災
特別家賃低減
事業

沢内地区 市 市 直接 継続



　復興交付金事業計画　平成29年度進捗状況（契約状況）報告
平成30年3月末時点

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況
全体
事業
期間

事業番号

（様式２D）
一関市

省庁名 国土交通省

23
24
25
26
27
28
29 68,923 18,200 H30.3設計・施工者一括選定方式基本協定書締結
30

累計 0 68,923 18,200 0
23
24
25
26
27
28
29 3,055
30

累計 0 3,055 0 0
23 0 0 0 0
24 147,000 ▲ 50,753 90,027 0
25 88,200 0 63,000 5,040
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 1,044 50,753 863 0
29 0 586,853 53,930 0
30 0 0 0 0

1,182,610 236,244 586,853 207,820 5,040
23 168,000 0 141,750 0
24 14,400 0 21,091 19,559
25 0 0 0 0
26 659,625 0 573,123 0
27 73,987 0 19,034 0
28 18,494 0 18,494 0
29 23,878 0 23,878 0
30 0 0 0 0

1,208,827 958,384 0 797,370 19,559
23 168,000 0 141,750 0
24 161,400 ▲ 50,753 111,118 19,559
25 88,200 0 63,000 5,040
26 659,625 0 573,123 0
27 73,987 0 19,034 0
28 19,538 50,753 19,357 0
29 23,878 586,853 77,808 0
30 0 0 0 0

2,391,437 1,194,628 586,853 1,005,190 24,599

都道県
交付分

各年度
別合計

市町村
交付分

各年度
別合計

13 ◆ D - 4 - 3 - 1

災害公営住宅
駐車場整備事
業（駒下）

駒下 県 県 直接 継続 3,819 30 ～ 30

12 D - 4 - 5

災害公営住宅
整備事業（千
厩）

千厩 県 県 直接 継続 319,819 29 ～ 31

都道県・
市町村
交付分

各年度
別合計

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。


